
 

家計急変世帯向け奨学のための給付金制度のご案内(令和７年度版) 

 

１．制度の概要  

すべての意志ある生徒が安心して教育を受けられるよう、授業料以外の教育費負担を軽減す

るため、高校生等がいる低所得世帯に対する、奨学のための給付金の制度がありますが、災害

等により家計が急変し、収入が非課税相当となる世帯に対しては家計急変世帯向け奨学のため

の給付金が支給されます。この奨学のための給付金は、返還の必要がありません。 
 

＜家計急変とは＞ 

保護者等が災害などを起因とした失職等による収入減などのため、収入状況が急変して高校生等

の教育に必要な経費の支出が困難となった場合を指します。ただし、災害などに起因しない定年退

職などの場合は対象外となります。 

なお、家計急変世帯としての給付金は、下記「２．支給要件」を満たす方が対象となります。 
 
＜奨学のための給付金確認フローチャート＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
                              

※ 裏面の４をご覧ください。 

２．支給要件 

基準日時点で以下の全てに該当する場合、支給対象となります。 

令和７年７月１日までに家計が急変した場合は、令和７年７月１日が基準日となり、令和７

年７月２日以降に家計が急変した場合は、申請のあった月の翌月（但し、家計急変した日が申

請のあった月の初日であるときは、申請のあった月）の１日が基準日となります。 

 

 

○ 高等学校等就学支援金、学び直し支援金、専攻科修学支援金 の各支援金の受給資格要件を

満たす者であること。 

※児童福祉法による見学旅行費又は特別育成費（母子生活支援施設の高校生等は除く）が

措置されている生徒の場合、支給対象外 

○ 保護者等が茨城県に在住していること。 

○ 家計急変後の保護者等の世帯が、「道府県民税所得割額および市町村民税所得割額が非課税

に相当すると認められる世帯」であること。 

  専攻科の生徒にあっては上記のほか、「道府県民税所得割額および市町村民税所得割額の合

計が 105,500 円未満に相当する世帯」または、「道府県民税所得割額および市町村民税所得

割額の合計が 264,500円未満に相当し、扶養する子が 3 人以上いる世帯」であること 

・非課税に相当すると認められる世帯の目安 

保護者等全員の家計急変後の 1年間の年収見込額を推計し、支給対象となるか判断します。 

世帯構成 ２人世帯 ３人世帯 ４人世帯 ５人世帯 

年収見込(目安) 約 204万円以下 約 221万円以下 約 271万円以下 約 321万円以下 

※世帯員数がこの表に該当しない場合は、学校事務室へお問い合わせください。 
 
○ 基準日に在学していること。 

※高校生等が休学している場合の取扱いについては、学校事務室へお問い合わせください。 

○ 高校生等１人につき、支給回数上限に達していないこと。 

 

いいえ 

は
い 

① 保護者等全員が、令和７年度の“道府県民税所得割
額及び市町村民税所得割額が非課税”又は“生活保
護受給世帯”である。 

【通常の奨学のための給付金】の対象です。 

令和７年度の税情報または生活保護受給証明書等に
より支給要件を確認します。家計急変の状況が確認で
きる書類を提出する必要はありません。 

②災害などが起因で家計急変により収入が激減した。 

いいえ 

【家計急変世帯向け奨学のための給付金】の対象とな
る可能性があります。 

家計急変の収入等の状況が確認できる書類により支
給要件を確認します。その結果、非課税に相当する世
帯と認められれば、給付金の支給対象となります。 奨学のための給付金の支給対象ではありません。 

は
い 



 

３．支給額【高校生等１人あたり】 

① 令和７年７月１日までに家計が急変し、学校が定める期限までに申請した世帯の場合（年額） 

         区 分 通信制以外 通信制 

道府県民税所得割額 及び 

市町村民税所得割額 が非課税に相当

すると認められる世帯 

専攻科以外に通う生徒 １４３，７００円 
５０，５００円 

専攻科に通う生徒 ５０，５００円 

専攻科に通学し、道府県民税所得割額および市町村民税所得割額の

合計が 105,500 円未満に相当する世帯 
１０，１００円 

専攻科に通学し、道府県民税所得割額および市町村民税所得割額の

合計が 264,500 円未満に相当し、扶養する子が３人以上いる世帯 
１０，１００円 

 

② 令和７年７月２日以降に家計が急変した世帯の場合 

令和７年７月１日までに家計が急変し、学校が定める期限までに申請がなかった世帯の場合 

上表の年額に、申請があった日の属する月の翌月（家計急変した日が申請のあった月の初日で

あるときは、申請のあった月）から令和８年３月までの月数を乗じて得た額を 12 で除した金額

（円未満切捨） 

 ※例…令和７年８月１０日に家計が急変し、８月末までに申請した場合の支給額(9月 1日が基準日) 
（９月～３月） → ７ヶ月間 …… １４３，７００円×７／１２ ＝ ８３，８２５円 

  

 ※ 支給対象者のうち、着用を義務付けられている制服が災害等により喪失・毀損し、再度購入が 

必要である場合は、加算額支給の対象となる可能性がございますので下記までご連絡ください。 

 

４．家計急変の状況を確認するための書類等について 

家計急変の状況を確認し、家計急変発生後１年間の年収見込みを推計するため、以下のような

書類の提出が必要です。また、より詳しい状況の確認のため、必要な書類を追加で提出いただく

場合があります。(※申請時までに再就職をして、収入がある場合、世帯状況について確認が必要

な場合 等) 

① 奨学給付金に係る家計急変状況申出書  

② 家計急変の発生事由を証明する書類 

例…離職票、雇用保険受給資格証、解雇通知書、破産宣告通知書 など 

③  家計急変前及び家計急変後の収入が確認できる書類 

前収入の確認書類…市町村の課税証明書、住民税特別徴収税額の決定・変更通知書 等 

後収入の確認書類…職場作成の給与支払見込証明書、給与明細書＋収入見込申立書 等 

④ 世帯構成が確認できる書類 

例…世帯構成誓約書 等 

※申請書等、提出書類の詳細は、在学する学校事務室でご確認ください。 

 

５．支給時期の目安 

申請書受付後、２～３か月程度経過後（審査状況により前後する可能性があります） 

 

６．申請方法 

受給するには、申請の手続きが必要です。申請しなければ給付金は受けられません。 

保護者等が茨城県に在住している場合は、「茨城県国公立高等学校等奨学給付金（家計急変）

受給申請書」に記入後、必要書類を添付し、学校へ提出してください。 

保護者等が茨城県外に在住している場合の申請先などについては、学校事務室へお問い合わ

せください。 

お問い合わせ先：県立下館工業高等学校 事務室【0296－22－3632】 


